平成２６年度　第８回人事委員会会議結果
	１　開催日時


　　　平成２６年８月１８日（月）午後３時～４時
	２　開催場所


　　　人事委員会委員室（県庁第二庁舎７階）
	３　出席者


【人事委員】

　　委 員 長    曽　我　紀　厚

　　　　　委　　員　　中　原　　　都

　　　　　委　　員　　上　田　博　久
　　【事務局職員】　

　　　　事務局長　　三王寺　由　道　　次長兼任用課長　　谷　口　正　博

　　　　給与課長　　吉　野　一　朗　　係　　長　　　　　有　岡　博　己　　

　　　　係　　長　　向　井　京　子　　係　　長　　　　　河　村　　　淳　　

　　　　係　　長　　玉　野　明　子

【傍聴者】　　　なし
	４　議　題


　　議案第１号　平成２６年度鳥取県職員採用試験（大学卒業程度）の採用候補者の決定及び採用候
　　　　　　　　補者名簿の確定について

    議案第２号　平成２６年度鳥取県職員採用試験（民間企業等経験者対象）の採用候補者の決定に

　　　　　　　　ついて

　　議案第３号　職務に専念する義務の免除について

  　報告第１号　国家公務員の給与等に関する人事院勧告等の概要について

	５　議事の公開・非公開


　　議案第３号及び報告第１号を公開、議案第１号及び第２号を非公開とした。
	６　議　事


　１　議案第１号

　　　　平成２６年度鳥取県職員採用試験（大学卒業程度）の採用候補者の決定及び採用候補者名簿の
　　　確定について事務局が説明し、原案のとおり決定した。

　２　議案第２号

　　　　平成２６年度鳥取県職員採用試験（民間企業等経験者対象）の採用候補者の決定について、事

　　　務局が説明し、原案のとおり決定した。

　３　議案第３号

　　　職務に専念する義務の免除について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。

【説　明】

鳥取県教育委員会から職員の職務に専念する義務の免除について以下のとおり申請があり、適当と認められるので申請のとおり承認しようとするもの。

○職員が「第10回ＢＦＡ　Ｕ18野球選手権」の日本代表チームの総務担当スタッフ及びアシスタントコーチとして、強化合宿及び大会に参加する場合。

※「ＢＦＡ　Ｕ18野球選手権」…アジア野球連盟（ＢＦＡ）が主催する18歳以下の野球選手権。原則として２年ごとに開催。

①　職員名

　　鳥取県立米子東高等学校　教諭（野球部顧問）

※「総務担当スタッフ」として参加。
　　鳥取県立倉吉西高等学校　教諭（野球部顧問）
※「アシスタントコーチ」として参加。

②　申請期間

　　参加日程（平成26年８月25日～９月８日）のうち勤務を要する日

　　※強化合宿：平成26年８月25日～８月30日、大会期間：平成26年９月１日～９月６日　

③　根拠法令

　　「職務に専念する義務の特例に関する規則」

　　（義務免除）
　　第２条　条例第２条第３号に規定する人事委員会が定める場合及びその期間は、次の表のとおりとする。

	１４　前各号に掲げるもののほか、人事委員会が必要と認める場合
	その都度必要と認める期間


④　承認理由

本件は、県立高校野球部の顧問である教員が、公益財団法人日本高等学校野球連盟から書面による依頼を受けて、第10回ＢＦＡ　Ｕ18野球選手権に派遣される高校生日本代表チームの運営スタッフの一員として参加するものであり、全国大会出場チームの指導者の中から選ばれる監督、コーチとともに事前合宿及び大会に参加することで、先進的な技術や野球戦術等の習得など、指導者としての力量の一層の向上を図ることが期待でき、本県のスポーツ振興にも資すると考えられることから、職務に専念する義務を免除することができる場合として取り扱うことが適当である。

⑤　承認日
　　議決日

【質　疑】

委　員

　　職務専念義務の免除の間の給与は支払われるか。

事務局　

　　給与は支払われる。

委　員

　　職務専念義務の免除の間の事故は公務災害になるか。

事務局　　

　　公務災害の対象にならない。

委　員

　　大会規模は職務専念義務の免除の判断基準になるか。

事務局

　　個別の事例によるが、大きな大会であれば公共性が高いところへの貢献ということもあるし、高校

　生の日本代表チームというレベルの高いところで指導者としての資質向上、研修に準じた効果がある

　というのであればそういった面でも承認することが考えられる。小さな大会では研修的な意味合いも
　公共的な意味合いも薄まってくる。やはり個別の事例に応じて判断することになり、単純に大会の規
　模だけでは判断できないが、一般的に規模が大きくなればそういった効果は高くなると考える。

委　員　

　　職務専念義務の免除の判断の基準について、東京や大阪など大都市は今回のような事例が多いと思
　うが、判断基準はどこの都道府県でも同じなのか。

事務局

　　どういう判断をするかはやはり個別になると思う。
委　員

　　推測であるが、他県がどうしているかは幅があると思う。例えば手続き一つについても幅があると

　思う。包括承認でやっているとしても幅があると思うし、個別承認としても人事委員会を開かずに事

　務局長に判断してもらっているところもあるかもしれない。なので、情報交換として中国地方の集ま

　りなどで職務専念義務の手続きや要件について議題にしてみても良いかもしれない。あくまで我々の

　判断としては、県民の税金で給与を払っておきながら何で遊んでいるんだと言われないようにしなけ

　ればならないという観点から、迂遠で面倒かもしれないが、個別承認の幅がある程度あるというか、

　個別承認によらなければならないという部分がかなりあるという感じだと思う。

　　規模の部分は難しくて、ホノルルマラソンは良いかというとそうではなくて、個別の場合は基準が
　あいまいな部分はあるが、他県との意見交換を通じて、その辺りのさじ加減をもっておいた方が良い。
委　員

　　心情的には、県の代表であるから、こういったことは大いにやれば良いと思う。

　４　報告第１号

　　　国家公務員の給与等に関する人事院勧告等の概要について、事務局が説明した。
【説　明】
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国家公務員の給与等に関する人事院勧告等の概要について

平成26年８月18日

人事委員会事務局給与課

平成26年８月７日（木）

�T勧告日

�U勧告等の概要

〇給与勧告のポイント

月例給、ボーナス（期末・勤勉手当）ともに平成19年以来の引上げ

�@民間給与との較差（0.27％）を埋めるため、世代間の給与配分の観点から若年層に重点

を置きながら俸給表の水準を引上げ

�Aボーナスを引上げ（0.15月分、勤務実績に応じた給与の推進のため勤勉手当に配分

）

俸給表や諸手当の在り方を含めた給与制度の総合的見直し

�@地域の民間給与水準を踏まえて俸給表の水準を平均２％引下げ

�A地域手当の見直し（級地区分等の見直し、新データによる支給地域の指定見直し）

�B職務や勤務実績に応じた給与配分（広域異動手当、単身赴任手当の引上げ等）

※平成27年４月から３年間で実施。俸給引下げには３年間の経過措置。段階的実施に必要

な原資確保のため、平成27年１月の昇給を１号俸抑制

１民間給与との較差等に基づく給与改定

（平成26年４月分を調査）

（１）月例給

民間給与(A)国家公務員給与(B)較差(A)−(B)

1,090円�

409,562円408,472円

（0.27％）

�@俸給表

改定率平均0.3％世代間の給与配分の見直しの観点から若年層に重点を置いて改定�

初任給民間との間に差があることを踏まえ１級の初任給を2,000円引上げｰ

医療職俸給表（一）の改定状況を勘案し改定

�A初任給調整手当

交通用具使用者に係る通勤手当について民間の支給状況等を踏まえ引上げ

�B通勤手当

新たな気象データに基づき支給地域を見直し

�C寒冷地手当

※実施時期：�@�A�B→平成26年４月１日、�C→平成27年４月１日

（平成25年８月〜平成26年７月を調査）

（２）ボーナス

民間(A)国家公務員(B)較差(A)−(B)

4.12月分3.95月分0.17月分

�@現行3.95月分→4.10月分（0.15月分引上げ）

�A勤務実績に応じた給与を推進するため引上げ分を勤勉手当に配分

※実施時期：法律の公布日

２給与制度の総合的見直し

《課題》

・民間賃金の低い地域における官民給与の実情をより適切に反映するための見直し

・官民の給与差を踏まえた50歳台後半層の水準の見直し

・公務組織の特性、円滑な人事運用の要請等を踏まえた諸手当の見直し

（１）地域間・世代間の給与配分の見直し

�@俸給表の見直し

・平均２％引下げ。１級（全号俸）及び２級の初任給にかかる号俸は引下げなし。50歳台後半

層が多く在職する３級以上の級の高位号俸は最大４％程度引下げ

・40歳台や50歳台前半層の職員の給与水準に与える影響に留意して、平均引下げ率を上回る改

定を行う号俸の範囲を限定

・40歳台や50歳台前半層の勤務成績に応じた昇給機会の確保の観点から、在職実態等を考慮し

て行政職（一）５級・６級等にそれぞれ８号俸を増設

・医療職（一）については引下げなし

・55歳超職員（行政職（一）６級相当以上）の俸給の1.5％減額支給措置の廃止（平成30年３ｵ

月31日）等

�A地域手当の見直し

・級地区分を１区分増設。俸給表水準の引下げに合わせ支給割合及び支給地域の見直し


[image: image2.wmf]（２）職務や勤務実績に応じた給与配分

�@広域異動手当

・円滑な異動及び適切な人材配置の確保のため、支給割合の引上げ

�A単身赴任手当

・民間の状況を踏まえ支給額の引上げ、交通距離の区分を２区分増設

�B本府省業務調整手当

・本府省における人材確保のため、支給割合の引上げ

�C管理職員特別勤務手当

・災害への対処等臨時・緊急の必要によりやむを得ず平日深夜（午前０〜５時）に勤務した場

合にも支給

�Dその他

・人事評価結果を反映した昇給効果の在り方を引き続き検討

（３）実施時期等

�@俸給表：平成27年４月１日切替え

�A地域手当の支給割合は段階的に引上げ、その他の措置も平成30年４月までに計画的に実施

�B激変緩和のための経過措置（３年間の現給保障）

�C見直し初年度の改正原資を得るため平成27年１月１日の昇給を１号俸抑制

３雇用と年金の接続及び再任用職員の給与

（１）雇用と年金の接続

・公務の再任用は短時間が約７割、補完的な業務を担当することが一般的

・平成28年度に年金支給開始年齢が62歳に引き上げられ、再任用希望者が増加する見込み。職

員の能力・経験の公務外での活用、業務運営や定員配置の柔軟化による公務内での職員の活

用、60歳前からの退職管理を含む人事管理の見直しを進めていく必要

・引き続き雇用と年金の接続のための適切な制度が整備されるよう積極的に取組

（２）再任用職員の給与

・転居を伴う異動をする職員の増加と民間の支給状況を踏まえ再任用職員に単身赴任手当を支

給（実施時期：平成27年４月１日）

・今後も再任用職員の給与の在り方について必要な検討

�V公務員人事管理に関する報告の概要

１国家公務員法等の改正事項に関する人事院の取組

�@国家公務員法等の改正

・内閣総理大臣は、新たに内閣人事局を設置（幹部職員人事の一元管理、幹部候補育成課程、

機構及び定員に関する事務等を行う）

・人事院は引き続き、人事行政の公正の確保及び労働基本権制約の代償機能を担う

・それぞれが担う機能を十分に発揮し、所掌する制度を適切に運用することが重要

�A改正事項に関する人事院の取組の方向性

・幹部職員人事の一元管理について、公正確保の観点から意見を述べるなどの対応を行う

・任用、採用試験及び研修について、引き続き適切に実施

・級別定数の設定・改定等について、労使双方の意見を聴取して設定・改定案を作成し、意見

として提出すること等により、労働基本権制約の代償機能を的確に果たす

２能力・実績に基づく人事管理の推進

・各府省の人材育成を支援（人事評価制度の運用の改善の取組への必要な協力、評価者向け研修

等の実施）

・評価結果の任免、給与等への適切な活用を各府省に要請

３女性国家公務員の採用・登用の拡大と両立支援の推進

�@女性の採用の拡大に向けた取組（誘致活動の強化及び総合職試験の内容等の見直し）

�A女性職員の登用に向けた研修の拡充等の取組

�B育児・介護のための両立支援策の検討

・育児時間等の在り方について検討

・介護について、必要な情報の提供や職員の具体的ニーズの把握を行う

・在宅勤務等のテレワークについて、利用する職員の勤務時間管理の在り方等の検討

�C男性職員の育児休業等両立支援制度の利用促進

４勤務環境の整備

�@長時間労働慣行の見直し（より実効性のある超過勤務の縮減策について検討）

�Aハラスメント防止対策の充実等（セクハラ防止研修の実施徹底、パワハラ防止のハンドブック

の作成配布等）

�B心の健康づくりの推進（試し出勤等の活用、ｅ−ラーニング教材の作成配布）

�C非常勤職員に対し、採用後一定期間継続勤務した後の夏季における弾力的な年次休暇付与



[image: image3.wmf]５平成27年度採用試験等の見直し

・総合職試験における外部英語試験の活用及び試験日程の後ろ倒しの円滑な実施に向けて準備を

推進

６研修の充実

・新たな研修技法の開発、カリキュラム作成等


	７　次回の人事委員会の開催


　　平成２６年８月２９日（金）午前１０時から開催することとした。
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